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Abstract
The relationship between early childhood education and elementary school goes 

back to the kindergarten education guidelines enacted in 1956. The current 

kindergarten education guidelines are now calling for a strong linkage and 

connection between kindergarten and elementary schools. In reality, however, 

there are many problems, and there is insufficient understanding between 

the early childhood education side and the elementary school education side, 

resulting in the current situation in which cooperation and connection between 

preschool and elementary school do not proceed smoothly. To address these 

issues, we attempted to instill mutual understanding among teachers, which 

is the basis for cooperation and connection between preschool and elementary 

schools, by creating a curriculum unique to the training school during the teacher 

training stage. As a result, in addition to the credits required for licenses and 

qualifications for kindergarten teachers, nursery teacher qualifications, childcare 

teachers, and elementary school teachers, major subjects that lead to mutual 

understanding were added as electives, and even with limited study time, the 

curriculum was positioned as a unique curriculum for training schools to enable 

mutual understanding between teachers connecting early childhood education 

and elementary school education. The study discussed the positioning of this 

curriculum as a curriculum unique to the training school that will enable teachers 
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1．はじめに
　幼児教育と小学校との関係は、1956 年

（昭和 31 年）に施行された幼稚園教育要

領に遡る。この「幼稚園教育要領」では、

それまでの「保育要領」から、幼稚園教

育の内容を改に定めた「幼稚園教育要領」

としての改訂がなされたわけであるが、

その幼稚園教育要領の「まえがき」には、

以下の内容が挙げられていた。1）

1. �幼稚園の保育内容について、小学校の

一貫性をもたせるようにした。

2. �幼稚園教育要領の目標を具体化し、指

導計画の作成の上に役立つようにした。

3. �幼稚園教育要領における指導上の留意

点を明らかにした。さらに、「第 3 章指

導計画の作成とその運営」の「1. 経験

を組織する場合の着眼点」には

10. 小学校の教育課程を考慮して計画す

ること。幼稚園の教育が小学校の教育

と連絡を図るためには、幼稚園の教師

は , 特に小学校低学年の教育課程を理解

する必要がある。それと同時に、小学校、

なかでも低学年の教師が、幼稚園の指

導計画を理解してれるように望む必要

がある。このような関連を密にするた

めには , 近接の幼稚園と小学校の教師が

to understand each other, even in the limited study period.

Keyword：�kindergarten- elementary school connection, mutual understanding 

among teachers, unique curriculum

要　旨
　幼児教育と小学校との関係は、1956 年 （昭和 31 年） に施行された幼稚園教育要領

にまで遡る。現在の幼稚園教育要領では、幼保こ小の連携・接続が色濃く求める状

況になってきている。しかし、実際には問題も多く、幼児教育の側と小学校教育の

間の理解が十分に進まず、幼保こと小学校の連携・接続がスムーズに進まない現状

がある。こうした問題に対処するため、教員養成の段階において養成校独自のカリ

キュラムを作成することで、幼保こと小学校との連携・接続の根幹となる教員相互

の理解を浸透させることを試みた。結果、幼稚園教諭、保育士資格、保育教諭及び

小学校教諭に必要な免許状、資格の必要単位に加え、相互の理解に結びつく主要な

科目を選択制として加え、学修期間が限られる状況の中でも幼児教育と小学校教育

の間を繋げる教員相互の理解が可能となる養成校独自のカリキュラムとして位置づ

けていくことを考察した。

キーワード：幼保こ小接続、教師間の相互理解、独自のカリキュラム
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合同の研究協議会を開くとか , 教育委員

会が中心になって , 両者の関連を考慮し

た指導計画を研究するというようなこ

とが有効である。2）

　これらの内容から、既に 1956 年の幼稚

園教育要領では、多分に小学校との関係

を意識した内容になっていたことがうか

がえる。それはつまり、今日、言われる

ところの幼保こ小の接続は、幼稚園教育

要領が作られた段階から始まっていたこ

とがわかる。その後、1964 年（昭和 39

年）に新たに「幼稚園教育要領」の改訂

が行われたが、小学校との関係について

は、引き続きその内容が継続されること

になった。しかし、残念なことに小学校

との関係は、幼稚園教育要領に記された

本来の意図とは別の意味で解釈されてし

まい、あたかも幼児教育は小学校入学の

ための準備をする教育であるかのように

捉えられてしまった。

　この点で言えば、当時の教育実践にお

いては幼稚園教育要領が十分に理解され

てはいなかったと言わざるを得ないであ

ろう。本来であれば 10 年に 1 回の改訂が

行われるはずであったが、1989 年に至る

までの 25 年間、全く改訂が行われずにい

たことが返って幼児教育そのものを曲解

させてしまったのかもしれない。これを

是正する意味で 1989 年の幼稚園教育要領

改訂は、幼児教育界の大きな転換点であっ

たと言える。

　その 1989 年（平成元年）の幼稚園教育

要領改定では、「環境を通して行う教育」

が掲げられ、6 領域の保育内容が 5 領域に

変更になったり、それまでの保育に対す

る考えが大きく変わることになった。ま

た、小学校学習指導要領では、新たに「生

活科」が教科として設けられ、幼児教育

とのつながりを持たせようとする動きが

より明確になり、幼児教育と小学校教育

との連携が掲げられるようになった。

　以降、1998 年（平成 10 年）、2008 年

（平成 20 年）、現行の 2018 年（平成 30 年）

に至るまで幼稚園教育要領の改訂が行わ

れてきた。その間、幼保こ小接続に関し

ては、改訂を重ねるごとに小学校への基

盤作りに始まり、連携、接続とより具体

的に幼児教育と小学校の接続が強調され

るようになってきた。現行の幼稚園教育

要領に記されている「育みたい資質・能

力」、「主体的、対話的で深い学び」、「幼

児期の終わりまでに育って欲しい姿」等

は、その表れと言えるだろう。

　このように、幼児教育と小学校教育の

接続は、1989 年を起点とした場合、およ

そ 35 年の時間が経過しているわけである

が、その間、幼児教育と小学校教育の接

続が進んだかと言えば、そうではないよ

うである。2022 年（令和 4 年）「幼保小の

架け橋プログラムの実施に向けての手引

き（初版）」には、接続の課題として以下

の内容等が挙げられている。3）

・�幼稚園・保育所・認定こども園の 7 〜 9

割が小学校との連携に課題意識、各園・

小学校における連携の必要性に関する

意識の差
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・�半数以上の園が行事の交流等にとどま

り、資質・能力をつなぐカリキュラム

の編成、実施が行われていない。

・�スタートカリキュラムとアプローチカ

リキュラムがバラバラに策定され理念

が共通していない。

・�小学校側の取組が、教育方法の改善に

踏み込まず学校探検等にとどまるケー

スが多い。

・�施設類型の違いを超えた共通性が見え

にくい。

　上記以外の課題もあるが、ここでは実

質的に接続に関係する課題を挙げている。

これらの課題から見えてくることは、保

育者と小学校教諭との間の共通理解がな

いという点である。接続を図る上では、

お互いの教育観、子ども観等についての

理解を持たなければ、接続として繋げる

べき内容も繋げられない。保育者と小学

校教諭との接点をしっかりと作り、お互

いに議論をする機会を確保し、カリキュ

ラムの作成を進めていくことが必要であ

る。幼保こ小接続に関する報告は数多く

みられるが、両者の接続がスムーズに進

まない理由として、保育者と小学校教諭

との話し合い、共通理解の不足が指摘さ

れている。

　このような現状を克服すべく、自治体

の中には積極的に研究指定校（園）を設

けたり、幼児教育コーディネーターを設

置する等、各園と小学校を取りもとうと

する試みが行われているが、保育者と小

学校教諭との間に共通理解を得るために

は、養成段階からお互いの内容について

理解し合う機会が得られるのであれば、

接続を推進する上でメリットがあるので

はないかと考え、本研究では、1 つの試み

として、保育者養成の段階で接続に必要

な相互の理解を得るための独自の養成カ

リキュラムの構築について考察するもの

とする。

2．研究方法
　研究方法は、幼保こ小接続に関する文

献をもとに調査・分析を行う。

3．結　果
　現在、文科省による幼稚園教員免許及

び小学校教員免許状に必要な単位は以下

のように決められている。4）（表 1、表 2）

が、教育職員免許法施行規則に記された

単位修得方法はもとより、各養成校によっ

ても免許状取得に必要とされる授業科目、

単位数が設定され、認定がなされている。

特に、教育職員免許法施行規則第 2 条に

掲げられた幼稚園教諭免許状の取得にあ

たっては、教科に関する科目の単位習得

方法について、小学校の教科に関する科

目について習得するものとし、1 科目以

上の科目の習得を規定している。この点、

幼保こ小接続の観点からすると、養成カ

リキュラムの中では、既に小学校の教科

に対する理解を得ることができる内容に

なっていると言えるだろう。
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表 1　幼稚園教諭免許に必要な単位数

免許状の種類 専修 一種 二種

教科に関する科目 6 6 4

教職に関する科目 35 35 27

教科又は教職に関する科目 34 10 0

その他の科目 8 8 8

合　　　計 83 59 39

※�その他の科目は、日本国憲法、体育、外国語
コミュニケーション、情報機器の操作

表 2　小学校教諭免許に必要な科目

免許状の種類 専修 一種 二種

教科に関する科目 8 8 4

教職に関する科目 41 41 31

教科又は教職に関する科目 34 10 2

その他の科目 8 8 8

合　　　計 91 67 45

※ 1�　その他の科目は、日本国憲法、体育、外
国語コミュニケーション、情報機器の操作

※ 2�　この他に、小学校教諭免許状では、介護
体験（7 日間の障がい者、高齢者等に対す
る介護、介助、交流等を含む）が定められ
ている。

　このことを前提とし、一つの試みとし

て幼保こ小接続において養成段階から相

互の理解を得るための手立てとして、ま

た、養成校での取得すべき免許状単位に

プラスアルファとして、幼児教育と小学

校教育の相互理解に繋がる科目を選択制

にて加えていくカリキュラムを作ること

が有効となるのではないかと考える。相

互に繋がる科目、すなわち、幼稚園教諭

免許を主体とするならば、それにプラス

アルファとして小学校教員免許取得の中

に位置づけられている科目を 2 科目程度

（学修期間が限られた状況の中では、2 科

目程度を設定することが適当と考える）、

選択制にして取得できるようにすること

が必要ではないかということである。

　具体的には、幼稚園教諭免許及び小学

校教諭免許、ともに同じ区分である教育

課程及び指導法に関する科目において、

幼稚園教諭免許取得にあっては、小学校

の授業の作り方を学ぶ科目として、「教育

方法・技術論（2 単位）」、「教育課程論（2

単位）等を設定すること。小学校教諭免

許取得にあっては、幼稚園における子ど

もの発達、育ちの姿を理解するための科

目として、「幼児の理解（2 単位）」「幼児

教育課程論（2 単位）」等を設定すること

等が適当ではないかと考える。このこと

は、あくまでも 1 つの試みであり、少な

くとも幼保こ小接続の理解に繋がる科目

として考えるならば、免許状を希望する

学生がこうした科目を必要科目として選

択し、履修できるようにすることが必要

ではないかと考えるのである。もちろん、

専門学校、短期大学（専攻科含む）、4 年

生大学等の養成校諸大学・学校の中には、

幼稚園教諭免許、小学校教員免許の両方

の取得が可能となる学校があるのも事実

で、幼稚園教諭、小学校教諭の両免を履修・

取得できる状況であれば、幼保こ小接続

に対する理解を得ることは十分に可能で

あろう。では、実際に、こうした幼保こ

小接続に繋がる科目を設定し、履修可能
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な状態にするためにはどのような履修形

態が考えられるであろうか。　

　専門学校・短期大学（専攻科含む）等、

4 年生大学に比べて学修期間に限度がある

場合を考えると、その手立てとして専攻

科等の課程を加えて可能な限り開講する

科目数を増やす、スクーリングのように 1

週間程度の期間を設けて履修する、ある

いは、長期休暇期間を利用して 3 日間程

度の集中講座を開設する、あるいは卒業

生を対象とした再教育として、もしくは

研修講座として科目を履修できるように

することといった対応が可能ではないか

と推察する。科目の設定にあたっては文

部科学省の認可を受けることが必要であ

るが、今日的な意義として考えるならば、

幼保こ小接続の理解に繋がる科目を学校

独自の科目として設定していくことが必

要になるのではないか。

　坂井、萬は、「幼稚園教育要領改訂後の

教員養成のあり方」5）の中で、文部科学省

の示す「教職課程コアカリキュラム」に

準ながらも養成校の特色を生かしたシラ

バスの作成を提起している。養成校の特

色を活かすといった点で、独自の養成の

仕方、科目の設定を行っていくことの意

味は大きいが、一方で、養成校自身がど

のような養成を目指すのか、どのような

科目を設定することが望ましいのかを十

分に検討しなければならない難しさもあ

るであろう。しかし、それでもなお幼保

こ小接続に係る課題を克服していくため

には、養成校独自の養成の仕方、科目の

設定が有効な手立てになるのではないだ

ろうか。

　また、浅野は、幼保こ小接続を担う教

師養成の課題として、「教師自身が人間や

社会の在り方を深く問い、日々の教育実

践の中でその問いに向き合い探求する姿

勢をもっているからこそ、実践の中で子

どもの学びを捉え直す知が働くのだと筆

者は考える。こうした問いや探求心が幼

小連携・接続という主題に焦点化されて

いくような教育学の学びを養成段階で提

供することが必要ではないだろうか。こ

のことは、文部科学省が定める『教職課

程コアカリキュラム』の範囲外で各大学

が幼小連携・接続に関する専門的な科目

を開発するという課題に具現化される」6）

と述べ、具体的な実践として「初等連携

教育専修」という科目を学部に設置、「ラー

ニングストーリー」「ビデオカンファレン

ス」等の演習を取り入れた授業を展開、

幼保こ小接続を担う教師を養成する試み

を実践している。7）両者に共通することは

文部科学省の定めるところの「教職課程

コアカリキュラム」の他に、養成校独自

の養成の仕方、科目の設定を求めている

ところにある。どのような養成をするの

か、また、どのような科目を設定するの

か等、検討すべき課題はあるものの、こ

れからの教員養成の方向として非常に重

要な意味をもつものであろうし、看過す

ることはできないものになるのではない

だろうか。

　折しも文部科学省が押し進める先導的
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試行となる「教員養成フラッグシップ 4

大学」8）構想に取り組んでいる各大学の中

には、幼保こ小接続に関連するものとし

て、東京学芸大学では「子供と教師が共

に新たな社会を創造していく学校教育の

実現」をテーマにした先導的プログラム

の開発、成果の展開、教職課程に関する

制度改善への提言を行う機能を構築し、

持続的に教育者養成のあり方を探求する

という試みが見られる。特に、教員養成

に関しては、教職課程コアカリキュラム

の改訂、教職員免許法、課程認定基準の

改訂等を踏まえた提言を行うことを目指

している。特筆すべきは、こうした取り

組みの中に学生が自己診断を基に自ら 4

年間のカリキュラムを計画できるように

したこと、掲げたテーマに沿って 4 年間

学べるような教職科目や教育体験活動を

設定していることである。

　同じく、教員養成フラッグシップ 4 大

学のうちの福井大学 9）では、他県の大学

と連合教職大学院の開設、現職教員が仕

事をつづけながら学位を取れる仕組みを

広げたり、教育学部では、学校現場のニー

ズを考慮し、特別支援の二種免許を取得

できるプログラムを設ける等をしている。

いずれも先導的、試行的な取り組みであ

るが、教員養成に対する大学独自のプロ

グラムを構築していこうとする点で共通

するものであり、今後の指標となるもの

であろう。

4．まとめ
　本稿では、幼保こ小接続における実践

の課題として、保育者と小学校教諭との

間の共通理解の不足から様々な課題が累

積し、それを解消する手立ての試案とし

て教員養成の段階で少しでも保育者と小

学校教諭との共通理解を図るための幼保

こ小接続を推進するカリキュラムについ

て考察してきた。結果、既存の免許状取

得に必要な科目を履修するだけでなく、

プラスアルファとして幼保こ小接続に繋

がる科目を選択制という形で養成校独自

の科目として位置づけていくことを考察

した。修養年限が限られる専門学校、短

期大学等にあっては、十分な対応が難し

い側面もあるであろうが、今後、ますま

す幼保こ小接続の実現が求められていく

のであれば、ここに挙げた試作を検討す

ることも必要となるのではないだろうか。
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